チャランケ通信　第128号　2016年2月29日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
 民主党と維新の合流問題が、どうやら決着つきそうな状況にある。解らないわけではないものの、選挙互助会の再開のように思えてならない。この機会に今一度、民主党政権時代の問題点について、主として自分がタッチしてきた税制問題について触れてみたい。なお、以下の論点については、「メディアウオッチ100」という有料の電子媒体に掲載したものに一部修正を加えたものであることをお断りしておきたい。
朝日新聞「日本の負担」シリーズ「税制の攻防」の連載開始、「租税特別措置透明化法」成立の秘話と反省点
　朝日新聞の特集シリーズ、「にっぽんの負担」の第2部「税制の攻防」の連載が始まった。その最初に取り上げられているのが、2月14日朝刊の一面のトップを飾った「企業の政策減税　倍増」の見出しにあるように、政策減税即ち租税特別措置問題だった。その翌週、22日月曜日朝刊の経済面で１ページ近く使ってこの問題を中心にフォローし、23日の社説で「政策減税　企業名も公開すべきだ」とかなりのウエイトを置いて取り上げている。この「税制の攻防」は、今後原則として毎週月曜日に掲載されるとのことだが、調査報道として日本の税制が抱える問題について、引き続き厳しく追及して欲しい。税こそ民主主義の根本であり、政治の抱える最大の課題の一つなのだ。大いに期待したいが、今回はその報道の背景について、当事者の一人としての反省も含め証言させてほしい。
政策減税=「租特」は、公平性を犠牲にするだけの価値があるものか
　今回取り上げられている政策減税だが、日本の税制問題の中で租税特別措置(略称「租特」)と言われるものである。企業(法人)だけでなく、個人についても特別措置が適用されているし、国税だけでなく地方税についても法人や個人の非課税等特別措置として実施されている。減税だけでなく時には増税(例えば交際費課税)もあるのだが、圧倒的に減税中心に実施されている。要は、所得税や法人税と言った税法の課税原則を、政策(政治)的な理由によって変えてしまうわけで、法人の場合黒字企業の法人税を減税することになる。問題は、何のために減税をするのか、大義名分が重要になる。つまり、税の負担は「公平性」が求められるのだが、その公平性を犠牲にしてまで減税措置を取る必要性があるのかどうか、その減税による政策効果が本当に実現できているのか大問題なのだ。多くの租特が、殆どその検証なく既得権として存続されているのが実情なのだ。
鳩山政権下「租特透明化法」成立、その結果が公表・分析へ。ただし、適用企業名は公表されず。
　というのも、この報道の基礎となっているのは、民主党鳩山政権の下で2010年3月に成立した「租税特別措置透明化法(略称「租特透明化法」)」による調査結果の報告である。租税特別措置を適用されているすべての法人企業に、その適用額を租税特別措置ごとに報告させたもので、法案が通って最初の調査が出たのが2012年度の結果だった。その後、政権が自民党政権になっても継続しており、直近の調査結果は2014年度分であり、朝日新聞が報道しているように企業の政策減税額は総額1,2兆円で、そのうち大企業が62%を占め、民主党政権時代の12年度から倍増している。朝日は、膨大な調査報告書と企業の有価証券報告書などを手掛かりに、租税特別措置の中で最大の金額(6,746億円)を占めている研究開発税制による法人税の減税額上位5社(トヨタ、日産、ホンダ、JR東海、キャノン)をつきとめ、なんとトヨタだけで減税額が1,083億円だったことを明らかにしている。おそらく、調査報告書を基に相当の作業を進め突き止めなければ明らかにならないわけで、23日の社説にあるように本来課税当局は、租税特別措置を受ける企業の名前を明らかにすべきなのだ。企業にとって租税特別措置は補助金と同じ効果を持つわけで、その適用を受ける以上当然公表されてしかるべきなのだ。日本の財政は火の車で、赤字国債を発行している以上、当然の事だろう。
民主党政権下の税制調査会、経産副大臣・国民新党が企業名公表反対へ、背後に経済界・経済産業省の抵抗か?!
　この法案は、実は民主党が野党時代に議員立法として2008年度、2009年度に提出し、参議院では野党側が多数で通ったものの衆議院で与党側である自民・公明両党が多数の為、審議未了・廃案となってしまった。自民・公明両党の反対の理由は、朝日の社説で指摘している企業名の公表問題だった。当然のことながら、背後には経団連を中心にした経済界がいることは間違いない。
そこで、政権交代が実現し、政府税制調査会を関係閣僚や副大臣で構成し直して租税特別措置透明化法案を策定し、企業名の公表(適用額の上位10社の公表)を目指したのであるが、何と経済産業副大臣と国民新党からの参加メンバーの反対によって企業名の公表が出来なかったのだ。それを主導してきたものの一人として、誠に残念なことであった。
民主党が野党時代に、党内の税制調査会では論議されていたものの、与党になった際に政府税調に参加を求めた各省副大臣には十分に認識されていなかったのだ。ただ、あまり税制に精通していない副大臣の背後にいる経済産業省にとってみれば、租税特別措置こそが経済界をコントロールできる重要な手段として旨味があるわけで、できるだけその適用が個別企業レベルでわからないようにしておく方が好ましかったのだ。個別企業にしてみれば、自分の会社がどれだけ税制の恩典に服しているのか、出来れば知られたくなかったのが実情なのだろう。その証拠に、かつて長者番付が新聞に公表されていたのだが、個人情報の問題もあり公表されなくなった際に、個人だけでなく企業(法人)の納税額の番付も公表さされなくなったことを記憶されているだろうか。おそらく国民新党に対しても、経産省や経済界からのロビー活動が繰り広げられたことも想像に難くない。ちなみに、経済産業省の次官ポストに上り詰めるには、租税特別措置を管轄する企業行動課長なるポストが登竜門の一つになっていることは良く知られている。経団連をはじめとする経済界にとって、租税特別措置がいかに重要な政策課題であるかを知ることが出来よう。
　租税特別措置こそ、「政・官・業」癒着構造の象徴だ。反省すべきは、法の附則に「見直し条項」で企業名公表検討の余地を残す事。
そのことは毎年の税制改正の際に、租税特別措置の実現に向けた政治へのロビー活動がまことに激しく行われることを示している。それらの要望事項はいわゆる「電話帳」と呼ばれ、毎秋の自民党税制調査会の場で論議され、○×が付けられてきた。そのことを通じて、関係業界からの政治献金となって政権与党である自民党を潤わせてきたのであり、自民党が政権への復帰以降経団連が政治献金を再開したことは、租税特別措置を増大させてきたことへの見返りであることは言うまでもない。
租税特別措置こそは、政・官・業の見事な癒着の構造の象徴であることを如実に示しているのだ。民主党政権時代に租特透明化法を創ろうとした背景には、この政・官・業のトライアングルを打破したい為だったのであるが、残念ながら民主党政権内からの造反によって脆くも崩れてしまったのだ。
当時、税制調査会の責任者の一人として、この法案の成立に全精力を注いでいた者にとって、企業名の公表が出来なければ法案の意味が半減してしまうだけに、成立を遅らせるべきなのか、それともとりあえず成立することを選ぶべきなのか、迷った挙句、とにかく成立させることを優先させてしまった。今思うのに法案の附則に、例えば「5年後に、企業名の公表の是非について再検討を行う事とする」といった条項を付けるべきだったと反省している。今思うに、政権政党として未熟であったこととして、反省すべき点の一つだったと言えよう。
　民主党政権の「マニフェスト」財源16,8兆円の内幕
もう一つ、政権交代以降の問題として指摘すべきことが出てきた。
　日本経済新聞の「日曜日に考える・政界面関連インタビュー」は、なかなか興味深い記事を掲載してくれることが多い。2月14日付のインタビューは、直島正行元経産大臣で、政権交代の直前の政調会長時代において民主党マニフェトの所要財源16,8兆円を策定した経過について述べている。
　既に明らかになっていると言えばそうなのだが、改めて当事者から明確に事実関係が指摘されたことは貴重なものと言えよう。インタビューアーである飯塚遼記者の「当時、小沢一郎代表はマニフェスト作りにあたって、財源は『不要、必要でない予算がいっぱいある。なんぼでもある』と語っていました」に対して、直島氏は
　「僕らは悲しいかな、細川政権などの１０カ月しか政権を経験していなかった。小沢氏は政権与党の幹事長もやった人だし、そういう意味では、政権を実際に担当した立場から言われると、そういうものかもしれないなと思った」
　さらに、マニフェストに書き込む際には小沢一郎氏から「財源のメドを付けるのは良いが、実務的なことは官僚にしか分からないから、あんまり事細かく書かなくて良い。むしろ政治的メッセージとして言えばいい」と言われたものの、結果としてそうならなかったことには何も触れていない。

　ここで指摘しなければならないことは、当時のマニフェスト作成を大々的に取り上げ、財源の裏打ちを時間軸で示すべきだ、として各党のマニフェストを評価する中で、民主党のマニフェストを高く評価していた人たち(学者やメディア関係者等)が多くいたという事だろう。財源の確保などのフィージビリティなど考慮することなく、外形的に評価してきた方たちの責任も免れることは出来ない。そのような雰囲気の下に置かれていたことも、細かくマニフェストを作成しなければならない、という強迫観念にとらわれたことが災いしたのかもしれない。もっとも、そのことで当事者たちの責任は免れることは出来ない事は言うまでもない。
　最後は5人による決断、鳩山代表の決意だったが、もう一人の重要な責任者だった藤井元財務大臣の存在
鳩山代表になって、最終的に「政権交代１年目から国民に約束した政策をやりたい」という代表の主張に対して、準備期間が必要だと反論したものの、小沢幹事長から「直島君、代表がそんなに言っているんだから、最終的には代表の指示でやらないと駄目ではないか」といわれ、直島氏ご本人も「確かに政治だから、政権交代してもすぐにやれないと言えば不信を買ったかもしれない。だから最後は鳩山代表に従って決めた」と臨場感あふれる証言になっている。その場には、岡田克也、輿石東両氏もいたとされる。
　それにしても、マニフェストが予定していた財源は、政権交代後の事業仕訳で約6,900億円しか生み出せなかったのであり、「必要でない予算がいっぱいある。なんぼでもある」という発言が如何に出鱈目だったか、という事なのだ。棚ボタ式に小沢氏の後を継承した鳩山氏にしてみれば、財源問題は不得手な分野であったこともさることながら、この問題の背景にはもう一つ付け加えておくべき必要があると思う。それは、それまで小沢氏と政治行動を共にしてきた藤井裕久元財務大臣の存在である。藤井元大臣は、「一般会計と特別会計を合わせて207兆円ある。その１割や2割カットできないはずがない」とテレビの場などで豪語されていたことも後押ししたに違いない。藤井裕久氏こそ、財務官僚出身であり細川内閣の財務大臣だったのだから。
民主党支持率低迷の責任、免れること出来ない財源問題の無責任さ
この無責任な財源問題の決定こそが、今日の民主党が支持率を大きく低下させ、未だに回復できていない大きな遠因になったのであり、決定に直接参画してきた責任者たちは、民主党が存続する限り歴史の審判の前に立たされ続けて行くに違いない。
もちろん、藤井大臣から直接指名された財務副大臣である小生も、その決定を覆せなかったわけで、責任の一端から逃れることは出来ない事は言うまでもない。藤井財務大臣時代の副大臣・政務官は、今でも「チーム藤井」と呼びあい、懐かしく思い出話を肴にして酒を酌み交わす仲ではあるのだが・・・。
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